
都市再生整備計画（第３回変更）
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都市再生整備計画の目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 283 ha

平成 18 年度　～ 平成 22 年度 平成 18 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

都道府県名 愛知県 安城市
あんじょうし

安
あん

城
じょう

北東
ほくとう

地区
ちく

安城市は、愛知県のほぼ中央にあたり西三河平野の中心をなす位置にあり、なかでも本地区は市の北東部に位置する。
本地区外の北から西側に環たる地区は、安城北西地区として、緑化を重点的に整備し、潤いにみちた街づくりを推進しているが、本地区内西部の市街化区域を含め、本市の北部一体の安心・安全なくらしを支える防災機能は不足している。
　本市においては、大規模地震対策特別措置法（昭和５３年法律第７３号）第６条第１項の規定に基づき、東海地震に係る地震防災対策強化地域に指定されており、警戒宣言が発せられた場合に執るべき地震防災応急対策に係る措置に関する事項、大
規模な地震に関し地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備に関する事項等を定め、当該地域における地震防災体制の推進を図ることを目的とする地震防災強化計画を策定している。
しかし、本地区は、名鉄名古屋本線や名鉄西尾線による高速大量輸送機関である鉄道により利便性は向上しているものの、大地震による密集地倒壊時の緊急輸送経路や安全な避難経路等が確保されていない現状がある。
また、特に西三河地域は自動車産業の中心地であり、自動車保有台数の非常に多い地域でもあることから、本地区においても災害時における大量の自動車によって引き起こされる交通渋滞や混乱が被害を著しく拡大させることも予想される。
こうした地震等による災害対策として、公共施設の整備、耐震化を図りつつ、計画的かつ機能的な広域避難場所を整備することが重要である。

東海地震に係る地震防災対策強化地域における防災拠点の創出
　目標１）　輸送経路の整備により、緊急・災害時の搬送時間の短縮を図る。
　目標２）　障害者や要援護高齢者等にも対応できる防災施設の整備を促進する。
　目標３）　災害時の避難方法等の徹底を図り、負傷者数の低減と防災施設への迅速な収容を目指す。

計画期間 交付期間 22

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

分 17 22

人 17 22

% 15 22

1650

防災（地震）満足度 防災施策に対しての住民の満足度 防災施設を周知させるとともに、市民の防災意識を高める。 33

8緊急車両到着時間
所轄消防署から救急病院までの搬送車両の到着時間の
短縮

街路等の整備により渋滞を解消し、災害時の緊急車両の到着時
間を短縮させ、負傷者への対応を迅速化する。

10

40

要援護者避難援助数
災害時における高齢者、障害者等の要援護者への避難
所収容人数

要援護者専用に対応できる二次避難所（地域交流センター）を整
備し、援助活動を強化する。

995

従前値

　本地域は国道１号北側に安城消防署北分署を配置しているが、災害時の医療救護計画にて救護活動を行う救護所に指定されている八千代病院（病床数320の総合病院）が平成１７年春に名鉄本線南側へ新築移転したため、緊急搬送時に鉄道横断が
支障となる。
　消火活動が阻害され、延焼火災が心配される密集地において、県の基準により指定される広域避難場所を本地区内の総合運動公園に指定しているが、本市北部の名鉄新安城駅周辺の密集地から直結する避難経路が狭く、災害時の車両通行、歩行
に支障がある。また、第１次緊急輸送道路に指定されている国道１号から広域避難場所である総合運動公園への最短ルートを確保する道路整備が不可欠である。
　本市の防災計画において広域避難場所に指定されている総合運動公園は、本市３箇所の広域避難場所の中で１番広い面積を有しており、地震災害時の災害対策拠点として仮設住宅の建設や宿営地、ボランティア活動や支援物資の集積拠点としても
位置付けることにしているが、防災公園として災害時に必要とされる資機材や生活必需品等の支援物資の集配場が既存の施設では不足している。また、仮設住宅が配備されるまでに必要となる浴場等の衛生設備を持つ地域交流センター等、災害時に
二次避難所となる耐震化等された施設も災害対策拠点として必要とされる。

　本市は「東海地震に係る地震防災対策強化地域」及び「東南海・南海地震防災対策推進地域」に指定され、マグニチュード８、震度６強の地震に見舞われることが予想されており、大規模な災害時には、複数の被害が同時に発生し、また、防災関係機
関自体も被害を受けることが考えられる。そのため、防災関係機関相互の協力体制や災害ボランティアの活用など、様々な状況に対応できる体制を整えるとともに、災害時に活動、活躍できる基盤を整備しておく必要がある。
　災害時にも活用できる公共施設の新設や耐震化、公園・街路等の避難所・避難経路等の防災空間を計画的に整備することにより市民の防災意識を高め、災害時における初動・復旧・救助等の地域防災体制を確立した、災害に立ち向かえるまちづくり
の推進に努める。

目標値指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性



都市再生整備計画の整備方針等

計画区域の整備方針

その他

・防災計画に添う各施設を整備促進し、合わせて、住民の防災意識を高め、自主防災力の向上を目指す。 地域生活基盤施設（基幹事業／（仮称）北部交流センター関連事業）
地域創造支援事業（提案事業／地区災害対策拠点及び物資集積拠点計画業務）
まちづくり活動推進事業（提案事業／防災意識啓発活動)

＜地区の特性は、・・・＞
本地域は名鉄新安城駅とＪＲ安城駅間に位置していることから、居住ニーズに対応した多様な居住空間を形成するとともに、職住近接及びレクリエーション機能を合わせ持つ複合型市街地としての役割を果たすことが期待されている。
また、特にＪＲ安城駅や名鉄新安城駅周辺を中心に形成されている中心商業地は、本市の核として位置づけており、土地利用の高度化、商業機能の活性化が図られるため、災害時に対応できる防災施設等の整備が不可欠である。

＜実現するためのしかけは、・・・＞
安城市地域防災計画に基づく災害対策拠点を各地域ごとに計画 立案し 公表することにより 市民の防災意識を高め 防災施設等に係る公共施設の整備促進に理解と協力を得る

方針に合致する主要な事業
・鉄道立体交差等を含めた道路等の整備改善により交通ネックを解消し、救急、防災施設等へのアクセス性を向上させる。 道路（基幹事業）

事業活用調査（提案事業／災害対策避難路計画業務）

・災害時に、総合運動公園一体を災害対策拠点及び支援物資集積拠点として整備し、防災空間としての基盤整備を推進する。 高次都市施設（基幹事業／(仮称）北部交流センター）
地域生活基盤施設（基幹事業／防災備蓄倉庫、、(仮称）北部交流センター関連事業）
地域創造支援事業（提案事業／地区災害対策拠点及び物資集積拠点計画業務）

安城市地域防災計画に基づく災害対策拠点を各地域ごとに計画・立案し、公表することにより、市民の防災意識を高め、防災施設等に係る公共施設の整備促進に理解と協力を得る。

＜実践しているソフトウェアーは、・・・＞
　現在、市内の町内会すべてに自主防災組織が形成され、自主防災訓練、地域防災マップの作成など、地域の防災体制の充実に努めており、さらなる活性化を図るため、防災リーダーの育成など各種支援を実施している。自主防災組織の活動は、警戒
宣言が発せられた場合における地震予知情報の正確な伝達、混乱の発生防止等についても大きな役割を果たすものと考えられる。
　また、本地区においては、名鉄名古屋本線および名鉄西尾線の踏切や国道1号の交差に関する施策の検討や、住民が安全に安心して暮せる交通環境施策について検討する「北部地域交通問題検討会」を地元住民、企業、関係者にて組織・運営して
おり、北部地域の交通渋滞の緩和と交通安全の向上に資する施策を提言している。

＜事業期間終了後は、＞
本市は人口の増加に加え、市街地未整備地域における無秩序な土地利用の変化からビル・マンション等の高層化、住宅の団地化や密集による都市化などが進んだことから、災害時における被災人口の増大と火災の多発、延焼地域の拡大の危険性を
高めてきている。
このような社会的条件の変化は、地震による被害が拡大されるだけでなく、被害の様相も多様化し、同時複合的な現れ方をするものと考えられるが、現状ではこうした新しい災害要因への対応が、決して満足すべき状態であるとはいえない。
したがって、地震災害を最小限にくい止めるためには、こうした条件変化に防災対策が適応できる設備を各地域で配備していくと同時に、防災意識の普及活動及び自主防災組織の育成等を不断に続けていく。



都市再生整備計画の区域
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　 安城北東地区

地方道事業
　主要地方道　豊田安城線　H11～H21

地方道事業
　一般県道　安城桜井線　H17～H21

　安城北東地区　（283ha）

国道事業
　国道１号　H15～H17



緊急車両到着時間 （分） 9.8 （１７年度） → 8.2 （２２年度）

要援護者避難援助数 （人） 995 （１７年度） → 1650 （２２年度）

防災（地震）満足度 （％） 32.6 （１５年度） → 40.0 （２２年度）

　安城北東地区（愛知県安城市）　整備方針概要図

目標 東海地震に係る地震防災対策強化地域における防災拠点の創出
代表的な

指標

地 区 名 ： 安城北東地区
区域面積 ： 283ｈａ

■基幹事業
道路
[市道 新明東栄線]

○関連事業
道路
[都市計画道路 安城高浜線]

■基幹事業
道路

○関連事業
道路
[主要地方道 豊田安城線]

基幹事業

提案事業

関連事業

凡 例

■基幹事業
高次都市施設
[（仮称）北部交流センター]
地域生活基盤施設
[(仮称)北部交流センター関連事業]

○関連事業
道路
[一般県道 安城桜井線]

□提案事業
事業活用調査
｛災害対策避難路計画業務〕

□提案事業
地域創造支援事業
[地区災害対策拠点及び支援物資集積拠点計画業務]

□提案事業
まちづくり活動推進事業
[防災意識啓発活動費]

■基幹事業
地域生活基盤施設
[防災備蓄倉庫]

道路
[市道 今池町２７号線]




